
公益財団法人 日本生産性本部 
国際技術協力事業

日本が培った生産性向上・
経営管理技術を世界に

事 業紹介

Japan
Productivity
Center



日本生産性本部は、調査研究・コンサルティング・セミナー・研修を通じて、
生産性向上を実現することで日本の潜在成長力を高めることを目指す公益財団法人です

日本での事業経験を基に開発途上国・新興国の産業振興に関する事業を展開しています

日本生産性本部の強み
日本での経験

開発途上国・新興国での事業展開

■ 経営戦略　■ 人事　
■ ビジネスプラン策定　
■ 業務改革 （5S・カイゼン含む）
■ コンサルタントのネットワーク
 　・ 中小企業診断士　
 　・ 認定経営コンサルタント

■ 階層別研修　
 　・ 経営者・中間管理職研修　・ 職場リーダー育成研修　・ 新入社員研修
■ 組織能力強化研修　
 　・ 業務効率化　・ 5S・カイゼン　
■ テーマ別研修　
 　・ ロジカルシンキング　・ 問題解決手法

■ 認定経営コンサルタント制度　
 　・ 経営コンサルタント養成講座　・ 中小企業診断士登録養成課程
■ 表彰制度と協議会運営
 　・ 「日本経営品質賞」を通じた企業の経営革新の後押し （経営品質協議会）
 　・ 「日本サービス大賞」を通じたサービス業の生産性向上の推進
　　（サービス産業生産性協議会）

経営コンサルティング  
企業の課題解決をサポート

制度・立案・運営  
企業・産業の力を引き出す
制度を運営

産業人材育成  
経営者から新入社員まで
幅広い研修を提供

生産性向上を通じた産業振興に貢献

専門家指導内容例

専門家による現地カウンターパート機関所属コンサルタントへの座学研修・モデル企業でのOJT指導を実施

現地業界団体／
教育機関等

＋日系企業の
海外ビジネス振興も

指導・研修の
実施

企業への
情報提供

現地民間企業現地カウンターパート
機関

指導・研修の
実施

事業への
コミットメント／
広報協力等

現地政府機関

指導内容の
普及・展開

モデル企業として
指導

コンサルタント
育成

提言・提案

事業イメージ

経営戦略・
ビジネスプラン

生産・品質管理

マーケティング

財務管理・分析

5S・カイゼン

サービス
マネジメント

ビジネス・
マネジメントスキル

生産性指標

経営者研修
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事業紹介

■ 階層別研修　
 　・ 経営者・中間管理職研修　・ 職場リーダー育成研修　・ 新入社員研修
■ 組織能力強化研修　
 　・ 業務効率化　・ 5S・カイゼン　
■ テーマ別研修　
 　・ ロジカルシンキング　・ 問題解決手法

■ 認定経営コンサルタント制度　
 　・ 経営コンサルタント養成講座　・ 中小企業診断士登録養成課程
■ 表彰制度と協議会運営
 　・ 「日本経営品質賞」を通じた企業の経営革新の後押し （経営品質協議会）
 　・ 「日本サービス大賞」を通じたサービス業の生産性向上の推進
　　（サービス産業生産性協議会）

新たな取り組み

人権デュー・ディリジェンスのコンサルティング支援、セミナーを開催。経済産業省の周知啓発事業（2022年度、
2023年度）を受託・実施。

ビジネスと人権

JICA技術協力プロジェクト

ケニア国企業競争力
強化プロジェクト
中小企業と起業家の持続的な成長を促進

アフリカでのカイゼンの普及展開を推進
座学研修や現場コンサルテーション実習を通じて、中小製
造業の経営改善を指導できる官民の人材を育成し、現地企
業に以下の経営管理分野の質の高いビジネス支援サービ
ス（研修・コンサルティング）が提供されることを目指して
実施。金融アクセスの改善や輸出拡大、スタートアップエ
コシステムの構築も支援する。

アフリカでカイゼンを普及するための以下の施策を調査・試行。

・  地域横断的に導入可能なコンサルタントの登録・資格制度
の設計

・  カイゼンの効果を金額換算できるツールの開発・普及
・   カイゼン優良企業を表彰するアフリカ・カイゼンアワード　

およびアフリカカイゼン年次会合の開催支援　など

現地企業の声

・  5Sやカイゼン活動の実施により、生産効率の向上、不良
率の低減、労働安全の向上が図られた

・  顧客のニーズを定期的に把握する仕組みを構築し、顧客
ニーズに合わせた営業活動の展開、新規ビジネスの創出
により、売上額が増加した

・  月次財務レポートにより経営意思決定が迅速になった。
また、中期経営計画を作成することができた。財務資料の
信頼性も向上し、融資申請がスムーズになった

アフリカ地域
グローバル・カイゼン・
ネットワーク推進にかかる
情報収集・確認調査

JICA民間連携事業

日本企業の海外展開支援

JICA民間連携事業を通じ、ザンビアにて本来廃棄されるバ
ナナの茎から製紙用の繊維加工を行っている日本企業に対
し、海外展開支援を実施。

品質・
生産性向上

マーケティング・
営 業

財務管理

■ 成果

売 上 高  15.1% UP   

従業員数  23.7 % UP
※ 経営指導終了1年後の

モニタリング調査より 
（対象36社中、回答の
あった21社の平均）
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製造業高度化プロジェクト

委託事業実績
　アフリカ地域

主なJICA委託事業実績
・  エチオピア国全国工業運動の実施を通じた製造業競争力強化プロジェクト
・  チュニジア国品質生産性向上及びBDS普及促進プロジェクト（フェーズ３）
・  エジプト国ビジネス開発サービスの強化を通じた中小零細企業競争力向上プ

ロジェクト
・  南アフリカ共和国品質・生産性向上 （カイゼン） プロジェクト
・  モザンビーク国一村一品・カイゼンを通じた地場産業振興プロジェクト
・  エチオピア国企業競争力強化のための包括的支援体制構築プロジェクト
・  アフリカ地域TICAD8におけるJICAによるアフリカ農業分野の戦略検討に向

けた情報収集・確認調査
・  ケニア国企業競争力強化プロジェクト 
・  アフリカ地域グローバル・カイゼン・ネットワーク推進にかかる情報収集・確認

調査
・  ガーナ国カイゼンを用いた企業振興プロジェクト 
・  プロジェクト研究「アフリカ地域　カイゼン支援に係る標準アプローチ策定調査」
・  タンザニア国品質・生産性向上 （カイゼン） による製造業企業強化プロジェクト 

フェーズ２
・  チュニジア国品質／生産性向上プロジェクト （フェーズII）
・  ケニア国産業人材育成プロジェクト
・  エチオピア国品質・生産性向上、競争力強化のためのカイゼン実施促進能力向

上プロジェクト
・  ケニア国産業人材育成プロジェクト詳細計画策定調査 （産業人材ニーズ調査）
・  ザンビア国品質・生産性向上 （カイゼン）展開プロジェクト

主な政府委託事業実績
・  経済産業省委託事業：2006年度からアフリカ地域への生産性向上事業を展開

し、カイゼンに関するOJT指導、階層別研修、訪日研修等を実施
2019年度から2021年度までエチオピアの縫製・繊維業の技術支援を実施

　日本

・  経済産業省：2022年度から2023年度まで企業の人権尊重取組に関
する周知啓発事業を実施

　その他の地域

アジア地域
・  JICA：ブータン国国営企業改革生産性向上のための情報収集・確認調査
・   日・ASEAN統合基金：ミャンマー生産性向上人材育成事業
・  経済産業省：アジア生産性機構 （APO） 加盟国への生産性向上に関する

支援
 他、APO・ASEAN等国際機関事業を通じアジア各国において事業を実施

アルゼンチン
・  JICA：アルゼンチン国グローバル・カイゼン・ネットワーク展開プロジェ

クト

パラグアイ
・  JICA：パラグアイ共和国品質生産性センター強化計画プロジェクト 
（専門家派遣）

その他欧州地域でも事業を実施

2024年12月1日

公益財団法人 日本生産性本部　
国際協力部

お問い合わせ

〒102-8643　東京都千代田区平河町2-13-12　
TEL：03-3511-4032 / FAX：03-3511-4057　
E-mail：icd-kaizen@jpc-net.jp　

中小規模の製造業のデジタル化を支援する人材育成プログラムの開発

APO （アジア生産性機構） の助成金を活用し、中堅・中小製造業のデジタル化を支援

● IoTセンサーを導入し、パッケージング工場の生産状況を見える化
● ビニールハウスに温湿度・気圧・土壌水分温度センサーを用いて、植物育成に適した栽培環境を確保
● 化粧品製造現場の温湿度・気圧管理

APO デジタル化研修を実施
●Training Course on Digital Kaizen for SMEs
●Training Course on Digital Manufacturing for SMEs
● Training Course on Digitalization of SMEs in the Manufacturing Sector
● Workshop on Digitization of SMEs in the Manufacturing Sector

STEP 2

IoTによるデータ取得

STEP 3

現場オペレーションの
カイゼン活動

STEP 4

経営課題の解決および
データを活用した
付加価値の創造

STEP 1

業務プロセスの見直しと
プロジェクトの目的策定

支援事例

製造業のデジタル化のイメージ

事業実施国
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